〈消費税廃止各界連〉

09年３月定例と４月１日の宣伝用スポット例（09年３月16日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

みなさん。この４月１日で、消費税実施されてちょうど20年がたちます（ました）。この20年間、消費税は「社会保障のため」という口実で、導入・引き上げされましたが、社会保障は連続改悪、貧困と格差はひどくなるばかり、国の財政は赤字がたまっていくばかりでした。
麻生首相は、ことしの税制「改正」法（案）に、２０１１年から消費税増税をするために、「２０１１年度までに必要な法制上の措置を講じる」との文言を盛り込みましたが、いま増税を言うべきときでしょうか。世界同時不況のなか、大企業の身勝手な労働者の首切り、下請け企業切りがいっそうひどくなっています。厚生労働省の調査でも３月末までに15万８千人が失業しました。大和総研というシンクタンクの予測では年末までに２７０万人が職を失うと予想されています。こんなときに、消費税増税を言い出すということは、消費をいっそう冷え込ませ、日本経済を破壊する最悪の選択でしかありません。

「景気回復」が前提だといいますが、かりに２～３年後に景気が少しよくなっても、消費税が増税されれば景気回復など吹き飛んでしまいます。このことは97年に税率を５％に引き上げ、一気に景気が悪化したことからも明らかではないでしょうか。大多数の国民の反対を押し切って、「増税の道筋」を法律の付則に書き込んだことは絶対に許せません。増税をすると言うのなら、今すぐ衆議院を解散して国民の審判を受けなければなりません。
いまやるべきことは、消費税を減税すること、緊急に食料品はじめ生活必需品を非課税にして、国民のふところを温めることです。イギリスは日本の消費税にあたる付加価値税を昨年12月から２・５％引き下げました。ＥＵ全体でも付加価値税を引き下げます。イギリスでできたことが、日本でできないはずはありません。世論を大きくして、実現させようではありませんか。
いま、消費税を大増税すべきだと主張しているのはだれでしょうか。この間、減税の恩恵を独り占めして大もうけをしてきた財界・大企業と大資産家の人たちです。
消費税導入以来、国民が支払った消費税は09年度末までに２１３兆円に上りますが、大企業の法人税などは１８２兆円も減収になりました。消費税が福祉のためでなく、大企業の減税の穴埋めに使われたことがはっきりと示されています。社会保障を悪くしておきながら、いままた、「社会保障のため」といって消費税増税を言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

みなさん。大企業は経済活性化と国際競争力をつけるために法人税率の大幅に引き下げよとも行っています。しかし、大企業は今期の利益が減るといっても、これまでに蓄積した内部留保は08年９月末時点で２５５兆円以上にも達します。大企業には十分体力があるのです。大企業・大資産家に、これまでのもうけにふさわしい税金を負担してもらえば庶民への増税は必要ありません。大企業の法人税を消費税が導入される前に戻せば、５兆円以上も税収が増えます。
歳出面でも、行政のムダをなくし、不要不急の開発中心の公共事業はやめて生活基盤優先に切り替えるべきです。５兆円規模の軍事費、アメリカ軍への思いやり予算も廃止が必要です。
日本政府は２月に、沖縄の米海兵隊をグアムに移転するとの名目で、日本円で６０００億円以上もアメリカに拠出する協定を決めました。最終的にはグアム移転全体で３兆円以上の負担になるといわれています。他国の領土にある他国の軍事基地のために税金を支出するなどというのは、世界のどこにもありません。
アメリカ軍には「思いやり」と称して毎年２５００億円も税金をつぎ込みながら、国民にはお金がないと言って、税金と社会保障負担を次つぎ増やしました。10年前に比べて、年間13兆円もの負担増の押し付けえです。日本政府は思いやる相手がまったく違っているのではないでしょうか。聖域を設けずに、歳出を徹底的に見直すならば、財源は十分にあります。
いまこそ、「消費税増税ノー」「食料品など生活必需品を非課税に」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。私たちの署名にご協力ください。総選挙の時期はまったく予断を許しませんが、消費税の増税をストップするのか、許してしまうのかは、すでに総選挙の最大争点の一つです。２０１１年から消費税増税ということになれば、今年秋に具体的な論議が始まり、来年中に法律が変えられます。ことしの総選挙で示される国民の声がこれほど大事なときはありません。
今度の選挙では、「消費税増税」や「庶民増税」に反対する候補をたくさん国会に送り、庶民を応援する政治、国民本位の政治を進める国会に変えていきましょう。私たち有権者の力で「消費税増税勢力」に、国民の厳しい審判を下そうではありませんか。
